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概要 

本研究開発では、地域でしか得られない災害情報を地域住民が「取得」し、地域の中で「伝搬」させて、地域住民の間で

確実に「共有」することを目的として、地域住民の所有する携帯端末で構成されるモバイルアドホックネットワーク

（MANET）を用いた草の根災害情報伝搬システムを構築した。広島市において実際に土砂災害が発生した危険箇所に固

定型モニタリングシステムを構築し、得られたカメラ情報やセンシング情報をスマートフォンもしくは小型コンピュータ

を経由して住民に伝えるシステムの開発を行った。高齢者にも確実に情報を伝えるシステムとして、テレビ画面にリアル

タイムな危険箇所のカメラ画像を表示させるシステムを開発し、地域住民を対象とした実証実験を実施した。 
 
１．まえがき 
土砂災害などによる被害を最小限に止めるためには、災害

に関する情報を地域住民に速やかにかつ広範囲に伝搬さ

せ、迅速な避難を可能とすることが極めて重要である。

我々の研究グループでは、草の根アプローチにより災害情

報を速やかにかつ適切な範囲に伝搬させ地域住民と共有

する新たなシステムとして、スマートフォン等の携帯端末

で構成されるモバイルアドホックネットワーク（MANET）
を用いた草の根災害情報伝搬システムを提案している。そ

して、広島市において甚大な被害を受けてきた土砂災害に

焦点をあて、地域住民への被害を軽減することを目的とし

て、システム開発を進めてきた。本システムではアシュア

ランスネットワーク設計原理を応用し、耐故障性や信頼性

を高めた MANET 技術を開発するとともに、携帯端末に

て取得されるカメラ画像や地鳴りおよび土砂のにおい等

の災害情報を地域住民が共有できる環境を構築するもの

である。また実際に土砂災害が生じ現在も危険が予想され

る地区に設置した固定型モニタリングシステムにて得ら

れるセンシング情報もあわせて共有する。本システムでは、

その地域でしか得られない災害情報を地域住民が「取得」

し、その情報を地域の中で「伝搬」させて、地域住民の間

で確実にかつ分かりやすく「共有」することを目指して、

研究開発を進めてきた。 
  

２． 研究開発内容及び成果 
図 1 に我々のグループにて研究開発を行ってきた土砂災

害を対象とした草の根災害情報伝搬システムの概要を示

す。本システムでは、地域住民が所有するスマートフォン

等の移動端末を用いて MANET を構成し、カメラ画像等

の災害に関連した情報を自律的で草の根的なアプローチ

にて共有することで、詳細な土砂災害情報をリアルタイム

に収集する。また、危険が予想される箇所には固定型モニ

タリングシステムを設置し MANET にネットワーク接続

することで、安全な場所から遠隔にて危険箇所の画像を把

握することができる。本研究開発では特に、土砂災害の危

険地域に設置して災害情報を「取得」するための (1)固定

型モニタリングシステムの開発、固定型カメラシステムや

携帯端末で取得した情報を効率的に「伝搬」する

 
図 1 草の根災害情報伝搬システムの概要 

 

 
図 2 固定型モニタリングシステムの基本構成 
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(2)MANET 技術の検討、携帯端末や専用端末での災害情

報を「共有」するための(3)アプリケーションおよび情報

端末の開発を行ってきた。 
図 2 に固定型モニタリングシステムの基本構成を示す。太

陽光パネルを用いて電源自立型とし、赤外線カメラにて得

られた映像をインターネット経由にて住民に提供できる。

また、得られた画像情報はスマートフォンで構成される

MANET を利用して情報共有も可能である。さらに土砂

災害の前兆を捉えることを目的として、土壌水分量やにお

いに着目してセンシング技術の開発も行った。 
図 3 に本研究にて開発した高可用性を持つ Bluetooth 
MANET を利用したコネクション確立の高速化手法を示

す。本 MANET では高速通信を実現できる Classic 方式

と即時コネクション確立を実現できる BLE 方式を併用し

た。シミュレーションおよび実機を用いた実験を通じて、

通信特性が改善することを示した。 

図 4 に小型コンピュータを利用したテレビ画面への災害

情報表示システムの外観を示す。本システムでは広島市か

らの防災メールを解析して、避難情報と現在の危険箇所の

画像を強制的にテレビ画面に表示できる。小型コンピュー

タがネットワークに接続されていた場合には、高齢者等の

情報弱者の方に対しても確実に災害情報を伝達すること

が可能となる。 

 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取組 

平成 30 年の 7 月に広島市を含む西日本の広い範囲で豪雨

による大規模な土砂災害および河川氾濫が発生した。広島

市が提言によると、被害が拡大した要因の一つに避難情報

の住民の受け止め方に課題があり、適切な避難行動に結び

付かなかったことが要因であることが指摘されている。い

かに住民に自主的に避難する行動を促すことができるか

が課題である。 
一方で広島市安佐北区三入学区においては、これまで我々

の研究グループが開発した河川監視カメラシステムにて

取得した画像データを住民が自主的に確認したことで、特

に若年層を中心に避難行動へつながったことも報告され

た。このことは、災害の危険性が直接伝わる情報の提供が

迅速な避難を促すためには重要であることを示している

と考える。  

今後は、客観的なセンシングデータを収集し災害の危険性

を分かりやすい形で住民に提供するネットワークを構築

し、住民の主体的な避難行動を支援することが重要となる

だろう。特に避難が困難となる高齢者の住民に対して、ま

ずは確実に情報を提供できるネットワーク構築が重要課

題である。2019 年度より新たに SCOPE にて「住民の主

体的な避難を支援する災害センシングネットワークの研

究開発」が採択された。我々の研究開発を継続することで、

早期避難を支援するシステム構築を実現していきたいと

考える。  
 

４．むすび 
本報告では、2016 年から 2018 年の 3 年間に我々の研究

グループが実施した SCOPE研究開発（地域 ICT振興型）

に採択された「アシュアランスネットワーク設計原理に基

づいた草の根災害情報伝搬システムの研究開発」の概要お

よび、研究開発成果と今後の展開について述べた。今後も

我々の研究開発を継続することにより、住民の主体的な避

難行動を支援するシステムを構築し、自然災害による被害

を軽減できるよう取り組んでいきたい。 
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図 3 高可用性を持つ Bluetooth MANET における 

コネクション確立の高速化手法 
 

 
図 4 開発したテレビ画面への災害情報表示システム 
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